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第３章 賃金均等待遇原則に関する判例および学説の展開
２ 1993年破毀院連合部判決：均等待遇原則否定
1993年５月29日の破毀院連合部
(21)
判決は、均等待遇原則の存在を否定する
旨を判示した。破毀院連合部は破毀院においてもっとも重要な位置付けが
なされている場所である。一般に同連合部への事件の移送は、破毀院の各
部（民事部、労働部、刑事部がある）の判例の矛盾を解消するため、あるい
は特別に重要な問題が扱われている場合に破毀院長あるいは破毀院各部の
もとめによりおこなわれる。前節で紹介したように、同破毀院連合部判決
以前の破毀院の判例は、賃金均等待遇原則を承認し、同一の職務をおこな
う労働者間で賃金に格差がある場合に、不利益を受けている労働者に対す
る救済を与えることを肯定するものと、逆にこれを否定するものに分かれ
ていた。その意味で、この破毀院連合部判決は、そこで展開されている議
論の長大さも含めて考えれば、分裂状態にある破毀院の判例を統一する意
図をもってなされたものだと考えられ、大きな意味をもっている。
この日、破毀院連合部では均等待遇に関する判決を全部で５つ（6030号
判決ないし6034号判決）言い渡したが、これらの判決はほぼ同一の一般論
を展開している。したがって、本論文では特に必要のない限り、これら５
つの連合部判決のうち6030号判決のみをとりあげて論じることとする。以
下では事案の概要と判旨を確認した後、この判決がどのように位置付けら
れるかを示す。
（一）事案の概要
被告会社の従業員である原告労働者は無線電信交換手である。被告会社
における原告労働者の格付けは第２級であり、この労働協約上の格付け
(21) Cass.S.U.sentt.29maggio1993,nn.6030/6034;v.la n.6030,in Riv.it.dir.
lav.,1993,II,p.653;la n.6031,in Foto it.,1993,I,1794.
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は、1982年３月11日の企業における労働協約（accordo integrativo）によ
って規定されていた。その協約によれば、国内船の航海経験が10年以上あ
る労働者には第２級よりも高い格付けである第１級の格付けが付与されて
いたが、専ら外国船の航海に従事していた労働者、あるいは国内船・外国
船両方の航海に従事していた労働者にはたとえ10年以上の航海経験があっ
たとしても第２級の格付けしか付与されていなかった。原告労働者は国内
船・外国船をあわせて10年以上の航海経験を有していることを理由とし
て、自らが経済的な待遇の面で、第1級無線電信交換手職員の地位にある
ことの確認をもとめた。
第一審では、原告労働者の請求は棄却される。しかし第二審では、原告
労働者の控訴を認容し待遇の格差の是正を認めた。第二審判決はその理由
として以下のように述べる。1989年憲法裁判決以降は、イタリアには均等
待遇原則が存在し、同一労働に対して同一の賃金あるいは同一の格付けが
認められる。したがって、賃金面での格差は、それが正当かつ合理的であ
る場合のみ承認しうる。この均等待遇原則は労働協約にも適用することが
できる。当該労働協約は同一勤続年数の労働者に対して不合理な格差をつ
けるものであるから、不合理であり、かつ正当性を欠くものである。した
がって、労働協約の中で原告を第２級の賃金等級に置く規定は無効であ
る。その場合の当事者の意思は国内船・外国船関わりなく10年以上の航海
経験があれば第１級の賃金等級に置くものであるから、原告労働者の請求
は認容できるとした。これに対して被告会社が上告
(22)
した。
(22) この日の破毀院連合部判決のなかで、判決が公刊されているのは本文で紹介し
た判決6030号以外では判決6031号のみである。判決6031号では、1981年までは、労
働協約に基づき、早期退職をした労働者に対して早期退職奨励金が支払われていた
が、1982年以降は使用者が恣意的に選択した労働者のみに対して（契約上の根拠な
く）裁量的に同奨励金付与していたところ、1982年以降に早期退職をしたものの同
奨励金を受け取れなかった原告労働者が、被告会社に対して損害賠償を請求した事
案である（原告はこのほかに予告手当の支払なども求めている）。第一審では、原
告の早期退職奨励金に関する請求は棄却されたが、第二審では、合理的な理由なく
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（二）判旨
判決は、結論として均等待遇原則を認めなか
(23)
った。すなわち、「……憲
法36条からも……憲法41条からも、同一の職務をおこなう従属労働者が同
一の賃金あるいは同一の格付けが付与されなければならないという私人間
の比較をともなう原則を認めることはできない」し、また、「均等待遇原
則――それは憲法３条からも根拠付けることはできないのだが――がない
とすれば、［均等待遇原則という］強行規範あるいは公序原則に違反する
として、労働協約によって規定された、第１級の資格の格付けをえるため
に『国内の航海』について一定期間の航海経験を要求する条項を無効だと
考えることはできない。労働協約が存在し、それが実定法上の規範に反し
ない場合には、事実審裁判官は労使によって定められた諸利益の規整
（regolamento）の『合理性（razionalita?）』を評価することはできない。な
ぜならそれは労使自治に留保されているからである」とその理由を端的に
労働者の一部を優遇し、待遇に格差を生じさせることは違法になるとして第一審で
敗れた原告の控訴が認容された。第二審の判決で、賃金均等待遇原則にかかわる判
示がなされたか否かは不明である。
また、同判決では、被告会社は経営危機におちいっていた時期があり、その時期
に労働省（ministero del lavoro）のもとで労使協定が締結され、同協定では1979
年から1981年にかけて人員の削減を目的とした（早期の）退職勧奨の実施が定めら
れていたこと、1981年に制定された法律（1981年４月23日法律155号）においても
公的年金受給年齢以前に退職した労働者に対して早期退職奨励金を付与するという
選択ができることが示されていること、被告会社は原告の退職時においても企業の
立て直しのために人員を削減する必要性があったことも認定している。したがっ
て、第二審判決は当該個別事案に特性を考慮したうえで原告の請求を認容するとい
う結論を導いた可能性がある。
なお、判決6033号の原審判決も公刊されているが、判決中の事案の概要部分が編
集により省略されており、詳しい事案を把握することはできない（Trib. Napoli,
16novembre1990,in Riv.it.dir. lav.,1991,II,p.777.）。もっとも、判決理由部分
からは、同判決の原告労働者は、判決6031号と同一の使用者を被告として早期退職
奨励金分の損害賠償を求めていたことが窺われる。したがって、判決6033号は判決
6031号と同種の事案だったとみてよかろう。
(23) それゆえ、被告会社の上告も認容されている。
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述べている。
判決理由では、この結論にいたるまでに、被告会社が提出した上告理由
に応じるかたちで８つの議論を展開しているが、ここではそのうち、賃金
均等待遇原則を考えるうえで理論的に重要な論点を、やや紹介が長くなる
が、７つ取り上げる（［ ］内および脚注は引用者）。
第
(24)
一に、1989年憲法裁判決は均等待遇原則を認めたわけではない。［同
判決は、これまで国内外で種々の差別禁止規定、すなわち憲法37条、労働
者憲章法15条および16条、世界人権宣言、ILO117号条約、世界人権規約
B規約が制定されていることに言及しているが］差別禁止規定が強行的効
力をもつのは、実定法上規律されている場合のみに限られる。また、［女
性と年少者に対する差別を禁止した］憲法
(25)
37条が女性と年少者に対する差
別を禁止していることそれ自体が、イタリア憲法において均等待遇原則が
認められていないことを示している。同原則があるとすれば、憲法37条が
女性と年少者のみについて定める必要はないからである。この論理は、労
働者憲章法15条および16条についても妥当する。［また、1989年憲法裁判
決は、同一の職務に対して同一の賃金が支払われるべきという『立法傾
向』があることに言及しているが、］同一の職務に対して同一の賃金が与
えられなければならないという立法傾向が存在するというだけでは、［均
等待遇原則という］強行的な法規範を認めるには不十分である。強行的な
法規範がない場合には、私的自治および労使自治、さらには使用者の経済
的活動の自由は制限をうけない。
さらに、［1989年憲法裁判決が言及した差別禁止に関わる］国際的な規
(24) 被告会社が上告理由において、1989年憲法裁判決は均等待遇を認めたわけでは
なく、同判決が挙げた憲法36条などの国内外の実体法上の規定はいずれも差別の禁
止をさだめたものにすぎないと主張したことに対応して述べられたものである。な
お、6031号判決では被告会社が上告理由でどのような主張をしたかは明らかにされ
ていないが、判決理由では、本文で紹介する6030号判決の被告会社が提出した上告
理由に対応した判示部分も含めて、同号判決と同一の議論がされている。
(25) 憲法37条については、本稿第２章第 1節を参照。
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範も歴史的に弱い立場にあると認められた集団に対する差別を禁止するも
のにすぎない。均等待遇原則と差別禁止が異なるということは「明らか」
である。
第
(26)
二に、仮に1989年憲法裁判決が均等待遇原則を認めていると解釈でき
たとしても、同判決は問題とされた民法典の諸規定の違憲の疑いを退ける
［合憲の］判断をしているので、通常裁判所の裁判官は憲法裁の判決に拘
束されない。通常裁判所の裁判官は、これら民法典の諸規定が1989年憲法
裁判決で問題にされたのと同じ理由をもって違憲であると疑うことができ
ないという意味においてのみ憲法裁判所の判決に拘束されている。
合憲判断が通常裁判所の判決を拘束しないというのは、本院の判例
（1990年３月21日破毀院2326号判決）であるし、いずれにせよ同判決の判示
事項の解釈は［合憲性審査という］枠組みの中でのみなされるべきだから
である（1985年５月23日破毀院3115号判決）。
また、憲法裁自体が承認しているように（1976年憲法裁判所167号判決お
よび1977年憲法裁判所88号判決）、同裁判所は、法的判断において完全に自
由であるものの、いわゆる「生ける法（diritto
(27)
vivente）」となった継続的
に承認されている判例を考慮しなければならない。そして、均等待遇原則
は認められないというのは破毀院が判例としているところなのである。
第
(28)
三に、1989年憲法裁判決は、「労働者自らが権利をもつ賃金区分もし
くは賃金等級においてその労働者に属する格付けを受け取るように」裁判
(26) 被告会社が上告理由において、1989年憲法裁判決は結論として問題とされた民
法典各条を合憲としているのだから同判決の判決理由は通常裁判所を拘束しないと
主張したことに対応して述べられたものである。
(27) ?生ける法」とは、判例による解釈も含めて現在通用している法規範のことを
意味する。「生ける法」については、L.MENGONI,Diritto vivente, in Jus,1988,
p.14.を参照。
(28) 被告会社が上告理由において、1989年憲法際判決は、法律および労働協約提供
しつつ誤りを修正する義務があることを示しただけであり、労使の合意に対する裁
判官の介入権限を認めたわけではないと主張したことに対応して述べられたもので
ある。
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官は起こりうる過ちを修正しつつ、法律および労働協約を適用しなくては
ならない、と述べる。この部分は、その文言の曖昧さゆえに、均等待遇原
則の存在を認める根拠となっているようでもあるし、当事者が契約によっ
て定めた仕組み（assetto）の合理性を審査する権限の根拠となっているよ
うでもある。これとは別に、同判決を、裁判官に対して、実定法上の特定
の根拠が無くても、「人間の尊厳」を保護する権限を与えたものとして解
釈することもできる。しかし、そのように判決を解釈することはできな
い。というのも、そのような解釈は憲法上の基本権、すなわち私的経済活
動の自由（私的自治）および組合の自由（労使自治）を損なうことになる
からである。
つまり、私的自治について言うならば、現行憲法においては法律のみが
その自由を制約できる。また、労使自治は、私的自治とは異なるものであ
る。なぜならば、労使自治は社会的団体（gruppo sociale）に関わるもの
であって、自らの利益を規整する（regolare）権限を持っているからであ
る。この権限はその性質上自由なものであって、それが自由に発露してい
る限りにおいて諸利益の自治的な規整（regolamento）へと達することが
できるものである。労使自治について裁判官の審査権限を認めると、各々
の労務に対する「公正な」賃金は労働協約締結における労使の意思の合致
によって決定されず、市場や産業、企業の実態からは離れたところにいる
裁判官が職務の評価によって決定されることを許容する結果になる。
労使自治（憲法39条）は、労働協約の締結によって行使されるものであ
り、労働協約は、労使当事者の利益のみならずより一般的な利益も保護し
ている。したがって、労働協約には、締結当事者にとって非常に重要な諸
要素が含まれており、各当事者は［自らの行為を］非難されない利益をも
っていることは容易に推察できる。契約の力学（dinamica）は複雑であっ
て、決裂することもときおり生じるものだから、［裁判官による］合理性
の審査によって事後的にそれを構築するのは非常に難しい。労働協約を合
理性という観点から審査することは労使自治と労使関係を根本から変えて
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しまうので許されない。
第
(29)
四に、労働者の平等原則および労働者の尊厳は、経済活動の自由との
調和をはかるべきものである。平等原則および尊厳は、使用者の経済活動
の自由も含む個人の自由と同様に、労働者のみに認められているものでは
なく市民［全て］に対して認められているものである。
憲法41条は、経済活動の自由は人間の基本的権利を侵害する形で行使さ
れてはならないと定める。ここでは、もっとも権威ある学説が想起される
べきである。それによれば、憲法41条における「私的経済的自由と社会的
有用性の関係、すなわち私的経済的自由と社会目的の関係は法律によって
調整される。法律は選挙された議会によって作られ、国民の主権が行使さ
れることによって統制されている。社会的有用性の名のもとで、私的経済
的自由に介入するか否か、そして如何にして、いつ、どこで介入するべき
かについての判断を、市民の政治参加がなされている場の外で、政治的力
と社会的力の比較なしに、また世論にさらされる議論なしに、直接的に行
政部の権限あるいは司法部の権限でなすことができるという考えは予定さ
れていない。」
実際、憲法裁判所判決103号それ自体が、団体交渉を、平等の見地から
使用者の裁量権制限する場であると述べている。判決の中にはそのほかの
言及はない。企業慣行については判例上さまざまな性質があきらかとなっ
たが、企業慣行がもつ性質、その［企業内での待遇の］一般性をもっても
均等待遇原則が存在するかという点についてはいかなる含意ももたない。
もし、憲法41条が、直接適用可能であって、法体系の基本原則と適合的
に行使されるべきであったとしても、実際には平等でなく行使できる私的
経済活動は数多く存在する。また、裁判官はこれらの行為の合理性を審査
(29) 被告会社が上告理由において、労働者を平等にあつかうべきという原則および
労働者の尊厳を尊重するべきという原則は［憲法上の価値である］自由の原則との
調整がなされるべき性質のものであると主張したことに対応して述べられたもので
ある。
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できるようには思われない。なぜならば、裁量や恣意の限界を画するため
の枠組みを持たないからである。それに加えて、法律はその性質として価
値評価を含むものではない。憲法37条および憲法39条の制定過程での当初
の文言も法律によって調整をおこなうことを予定していた。
第
(230)
五に、均等待遇原則が存在すると考えた場合、制裁システムおよび立
証制度は、差別禁止規定（労働者憲章法15条および16条）で定められたもの
よりも重くなってしまう。すなわち、労働者憲章法15条および16条におい
ては、待遇格差の解消が労働者におよぶわけではないし、また、立証責任
も労働者が負っている。ここに矛盾がある。差別禁止規制の方が均等待遇
規制より重大な違反行為であるのに制裁および立証責任が軽くなっている
のである。差別禁止規定の違反の場合には、損害賠償が認められているの
に対して、均等待遇原則違反の場合には有利な待遇が不利益をうけた労働
者に契約上の権利として認められる。立証責任も、差別禁止規定の場合に
は労働者に課せられるのに対して、均等待遇原則については使用者に課せ
られている。
また、労働者憲章法16条は、その違反があっても私法上の行為を無効に
するものではないと考えられている。これに対して、均等待遇原則のよう
に有利な待遇を契約上の権利として認める場合には、私法上の行為が無効
とされることが前提とされている。ここでも逆転現象が起きている。
立証責任の転換を一般原則とすることはできない。すなわち、その原則
によって労働関係においておこなわれる使用者による権限行使の合理性の
立証が使用者に課せられるということはない。そのような立証責任を課す
ことは、あらゆる使用者の行為に客観的な正当事由を要求することと同義
になる。これによって、あらゆる異別待遇の理由が労務の最上の質のため
(230) 被告会社が上告理由において、均等待遇原則を認めた場合には、同原則の適用
にあたって使用者に課せられる立証責任および同原則違反に対する制裁は差別禁止
法が定める立証責任および制裁よりも重くなってしまうと主張したことに対応して
述べられたものである。
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というものになってしまうことになりかねない。
第
(231)
六に、これまでみてきたように、憲法41条からは、実定法に基づいた
具体的な基準がある場合を除けば私的自治に対する裁判官の審査権限を認
めることはでき
(232)
ない。［平等原則を定めた］憲法３条の私人間適用は私的
自治の中核を損なうので認められない。［労働の量と質に比例した報酬を
うける権利を定めた］憲法36条は個人間の比較を含まない概念である。個
別の規定なしに（均等待遇の前提となる無効を導くための）公序違反を認め
ることは、この場合困難である。また、憲法３条と誠実義務および信義則
を組み合わせても均等待遇原則を根拠づけることはできない。
第
(23)
七に、司法部による規制が労働協約と衝突する場合、労働協約は、合
理的（ragionevole）である必要は無いが、市場と適合的なものであり、か
つ憲法36条を遵守しなければならないと主張されることがある。しかし、
このような憲法原則の解釈は、労使自治と労使関係を根本から変容させて
しまうだろう。なぜなら、労働協約は対立する利益の合致点であって、労
使それぞれが、相手方の要求を実現させることが各自の目的の追求に不可
欠な限度において、その要求を受け入れている。
（三）判決の位置付け
本判決の最も大きな特徴はその長大さにあるともされて
(234)
いる。これは賃
(231) 被告会社が上告理由において、憲法41条から均等待遇を根拠付けることとは現
行の判例上認められていないと主張したことに対応して述べられたものである。判
決では、憲法41条以外で憲法上賃金均等待遇原則との関わりがあると考えることも
可能な他の憲法の諸規定（３条、36条）にも言及している。
(232) これは、本稿で取り上げた第四の理由において憲法41条については十分に議論
されたため、ここで繰り返す必要はないとする趣旨であろう。
(23) 被告会社が上告理由において、（集団的）労使自治については特に裁判官によ
る審査の権限を認めることはできないと主張したことに対応して述べられたもので
ある。
(234) O.MAZZOTTA,La resistibile ascesa della parita?di trattamentonel rapporto
 
di lavoro,in Foro it.,1993,I,1975.
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金均等待遇原則に関する過去の判例を網羅し、さらに、９つもの上告理由
に対応する形で一般論が展開され、その中でも関連する判例や法規定の解
釈をおこなっているためであろう。これに加えて、上告理由に対応して一
般論を展開するという形式ゆえに議論の重複も多くみられる。そのため、
判決内容の理解が難しくなっているが本判決の特徴および位置付けは以下
のようにまとめることができよう。
本判決の第一の特徴は、1989年憲法裁判決を、賃金均等待遇原則を承認
し、裁判官の審査権限を認めたものと解釈することはできないと判示して
いる点である。このような解釈は、すでにみた1989年憲法裁判決の一般的
な理解とは異なり、むしろ、1989年憲法裁判所の革新性を否定した一部の
立場を採用したものといえ
(235)
よう。この論理をとることにより、本判決は均
等待遇原則の存在を否定する議論を展開しながらも、その議論は1989年憲
法裁判決とは論理的に矛盾しないとの立場を示すことが可能となってい
る。
また、第二に、1989年憲法裁判所判決を制限的に解釈する根拠および賃
金均等待遇原則を否定する根拠として憲法裁判所は、そのような解釈が私
的自治および労使自治を損なうことに繰り返し言及している。判決は、私
的自治および労使自治を憲法上保障された自由として捉えつつ、平等原則
や労働者の尊厳によって無限定にこの自由を制約することはできず両原則
間で調整がなさえるべきこと、そしてその調整は民主的コントロールのき
く法律によってなされるべきであって裁判官がするべきものではないこと
に言及する。ここでは、私的自治および労使自治を支える経済活動の自由
(235) G.PELLACANI,op.cit.nella nota（212),p.496.を参照。ただし、学説の一
部には、本判決が一般原則としての賃金均等待遇原則の存在することを認めなかっ
たわけではないと位置付け、また、仮に判決が同原則を認めているとしても「判
例、あるいは連合部判決が、この［均等待遇］原則を拡張して適用することを阻む
ことができるかどうかは確定的ではない」と主張したものもある。このような見解
をとるものとして、L.VENTURA,Intervento in AA.VV.,Parita?di trattamento
 
e rapporto di lavoro subordinato cit.nella nota (204),p.46を参照。
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を定めた規定として憲法41条が、そして労使自治については組合の自由を
定めた憲法
(236)
39条も合わせて引かれている。憲法41条に関するこの点の解釈
は、判決自体が示しているように同条に関するこれまでの判例および支配
的な学説の見解に沿ったものであると考えられよう。
第三に、第二の点を議論にするにあたって、本判決は、労使自治につい
ては憲法39条を援用するのみならず、労使自治の発現たる労働協約の実際
的機能および法的な重要性の高さに言及することで、労使自治に対する裁
判官の審査は通常の私的自治に比べてよりいっそう行なわれるべきではな
いとの議論を展開している。そこでは、労働協約が労使による交渉の合致
点であること、また、労働条件を決定する際に必要な労使の利害の調整
は、実際の労務からは遠い位置にいる裁判官よりは、労務の実態を知る労
使の方がよりうまくおこなえること、さらに裁判官による合理性審査は利
害の調整においておこなわれる駆け引きなどの契約のダイナミズムを失わ
せてしまうことが言及されていた。このように、本判決は、労使自治をよ
り強調する議論を展開しているとみることがで
(237)
きる。
本判決（6030号判決）の事案は労働協約の格付けに関わる問題なので、
判決の妥当性という点ではこういった議論でも問題がないだろう。ところ
が、まったく同じ判決理由によって結論が導かれている他の判決（6031号
(236) 憲法39条の意義および条文については、本稿第１章第１節二の本文および脚注
を参照。
(237) 学説もおおむねこのような評価をしている。L.ANGIELLO,Le Sezioni Unite
 
della Cassazione e la parita? di trattamento nei rapporti di lavoro, in Dir. lav.,
1993, I, p. 553;P. CHIECO, La parita? negata: Corte di Cassazione e Corte
 
Costituzionale in rotta di collisiione.Verso un nuovo (e risolutivo) intervento del
 
giudice delle leggi?,in Riv.Giur. Lav.,1993,p.451;R.DEL PUNTA,Parita?di
 
trattamento e rapporto di lavoro,in Giust.Civ.,1993,p.2362;R.SCOGNAMIG-
LIO,Il cosidetto principio di parita?di trattamento tra i lavoratori al vaglio delle
 
Sezioni Unite della Corte di Cassazione, in Mass. Giurs. Lav.,1993, p.582;C.
LAUDO,Nota alla sentenza,in Dir.lav.,1993,II,p.399;M.PERSIANI,Diritto
 
del lavoro e razionalita?,in Air. Dir. Lav.,1995,p.3.
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判決）は、使用者が契約上の明確な根拠なく自由裁量によって一部の労働
者に支給しているインセンティブ手当に関わる事案であった。こちらの判
決の妥当性を考える場合には、破毀院連合部のこの説示は労使自治に片寄
りすぎたものと評価されることになる可能性が
(238)
ある。また、より一般的に
均等待遇原則の存否をめぐる議論としてみた場合にも、同様に個別自治や
使用者による一方的決定の場面での均等待遇原則を否定するには根拠が少
ないも考えられ
(239)
よう。
第四に、差別禁止法から均等待遇原則は根拠付けられないということで
ある。本判決以前は均等待遇原則と差別禁止法の区別はこの判決以前はあ
いまいで、差別禁止法の発展を直裁に均等待遇原則の承認の根拠に結びつ
けるものも多く見られたのである。実際に、1989年憲法裁判決を均等待遇
原則を承認したものととらえ、同判決を肯定的に評価する文献の中には、
この間の差別禁止法の発展を考慮して憲法裁判所が均等待遇原則が認めて
いると評価するものもあ
(240)
った。本判決は、均等待遇原則と差別禁止法が違
うことは「明らか」であると表現し、むしろ差別禁止法の存在自体が均等
待遇原則の不存在を裏付けていることや仮に均等待遇原則の存在を認めた
場合には差別禁止法との間で法的制裁や立証責任の点で逆転現象がおこっ
てしまうことを指摘し、こういった一部の学説の議論をきわめて明確に否
定している。
第五に、本判決で十分には議論が展開されていなかったものとして、一
般条項（誠実原則および信義則）を根拠に個別契約や使用者の一方的行為
のみに均等待遇原則を認める学説に対応する議論がある。私的自治あるい
は労使自治に対する制約と一般条項の関係に関する議論はこの時期に、特
(238) このような評価をするものとして、O.MAZZOTTA,La resistibile cit. nella
 
nota (233).を参照。
(239) R.DEL PUNTA,Parita? di trattamento e rapporto di lavoro cit.nella nota
(237);P.CHIECO,La parita? negata cit.nella nota (237).など
(240) M.BARBERA,op. cit.nella nota (117).
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に使用者の恣意的な行為を抑制する手段として一般条項を用いる判例が発
展することによって盛り上がって
(241)
いた。これをさらに敷衍して賃金均等待
遇原則と一般条項の関係についてもいくつか議論されて
(242)
いる。労働協約の
格付けの問題である6030号判決もさることながら、使用者の一方的行為が
問題となっている6031号判決（および6033号判決）においては一般条項と
賃金均等待遇原則の関係を論じることは可能であったのに判決ではそれが
なされていない。
確かに、本判決は、均等待遇原則を承認すること自体が現行の法制、特
に差別禁止法との矛盾をもたらすといっていることからすれば、たとえ一
般条項を用いるなどの間接的手段であったとしても、あるいは個別契約や
使用者の一方的決定のような裁判所による合理性審査が望ましい場合との
議論がよりありそうな分野における介入だったとしても、均等待遇原則の
ような効果を認めることはできないはずである。しかし、これはあくまで
も論理的帰結にとどまるのであって、同判決自体はこの点を明示していな
い。そして、それゆえに同判決以後も破毀院の判決に動揺が残ったと見る
ことができるのである。
３ 1993年破毀院連合部判決以降の段階：信義則を用いた賃金格差救済理
論の登場
1993年破毀院連合部判決が出された後は、その判決にしたがって一般原
則としての均等待遇原則はイタリアでは認められず、したがってたとえ同
一労働をおこなう労働者間で賃金に格差ができたとしてもそれに対する救
済は認められない旨を述べる
(243)
判決があらわれている。
(241) G.FERRARO,Poteri impreditoriali e clausole generali,in Dir.rel ind.,1991,
n.1,p.159.など。
(242) L.CASTELVETRI,Fonti collettive e parita?di trattamento in Dir. rel ind.,
1992,n.2,p.81.など。
(243) Cass.22febbraio 1995, n.2018, in Giust. civ. mass.,1995, p.417;Cass.25
febbraio 1995,n.2217,in Mass. giur. lav.,1995p.370;Cass.25gennaio1996,n.
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しかしながら、救済肯定と救済否定に分かれていた破毀院判例の立場を
統一しようとの同連合部判決の意図にもかかわらず、この時期の判決の中
には連合部判決の判旨に沿った理論を展開して一般原則としての均等待遇
原則の存在を否定しながらも、それとは別の論理立てによって、当該事案
の結果についてはともかく、一般論として一定の場合に同一労働に対する
賃金格差を救済することは可能であることを認めた判決が破毀院レベルで
散見さ
(24)
れる。ここでは、それらの判決がどのような場面で、かつどのよう
な論理によって賃金格差が救済可能であることを認めてきたかをたどるこ
とにする。
（一）一連の判決群の萌芽
まず、上述の判例傾向の萌芽として注目されるのが1993年破毀院連合部
判決
(245)
9804号（前項で紹介した1993年５月29日の破毀院連合部判決と同じく、本
判決も連合部判決なので、混同を避けるため以下本判決を「1993年破毀院9804
号判決」とする）である。同判決は以下のような事案である。原告労働者
は被告会社の従業員である。被告会社では、管理職（dirigenti）の推薦と
委員会の諮問という手続を経て局長（direttore）への昇進人事を行なうこ
ととその人事の選考基準は公表することが企業協約で定められていた。委
557,in Foro. it. rep.,1996,voce Lavoro (rapporto) n.987.などがこの立場にたつ。
下級審では、Pret.Milano14ottobre1994,in Dir.prat. lav.,1995,n.1,57;Trib.
Torino8giugno1994,in Foro it.,1995,I,186;Pret.Milano2marzo1995e Pret.
Genova 21gennaio 1995,in Not. giurispr. lav.,1995,202.など。
(24) なお、下級審判決にも同様の事例が見受けられる。Trib.Milano,22gennaio
1994,in Riv.it.dir.lav.,1995,II,p.322;Pret.Catania,22febbraio1995,in Foro
 
it.,1995,I,1373.などがそれにあたる。 たとえば、1995年２月22日カターニア法務
裁判所判決では、憲法41条２項に定められた「社会的尊厳」を侵害する行為は信義
および誠実の原則に違反するという理解のもとで、差別的な格差を含む労働協約
は、「社会的尊厳」を侵害することになるので、契約上の合理性（ragionevolez-
za）を欠き無効となり、また使用者は信義則違反を理由として不利益を受けた労
働者に対して賠償責任を負うと判示した。
(245) Cass.S.U.10ottobre1993,n.9804,in Riv. crit. dir. lav.,1994,p.265.
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員会から出された昇進者リストには、原告労働者の名は載っておらず、原
告よりも勤続年数が短く、より低次な職務を行なっていた者の名が記載さ
れていた。原告労働者は、企業協約で事前に表示されなくてはならないと
定められた選考基準が、労働者同士の比較評価が不可能であることを理由
として示されなかったことは、民法典1175条あるいは1375条に規定された
誠実と信義の原則違反にあたるため、この選考手続は無効であることを理
由として、被告会社に対して、局長勤務の配転命令の無効、およびその昇
進の無効、あるいは委員会の裁定の無効を求めた。
同判決の事案は、一見均等待遇原則とは関係ないようにみえる。けれど
も、同判決の原審では、原告労働者は内部手続きの適正な遂行をもとめる
権利を保護される利益があり、根拠なくその機会を喪失し、昇進人事の選
考に参加する権利を侵害されているとし、それゆえ、これは1989年憲法裁
判決で示された憲法41条２項に含まれる均等待遇原則に違反し、かつ選考
基準を示さない場合に公平義務（dovere d’imparzialita?）により使用者の異
別待遇は禁止されるので、被告会社の行為は無効となると判示した。原審
のこのような判断をうけて破毀院判決では同原則についても判示してい
る。
破毀院の判決理由では、1989年憲法裁判決によって一般原則としての均
等待遇原則がイタリアに導入されたことを否定し、また、平等原則に違反
した行為は、それが実体法上規定された差別に該当する場合のみにしか無
効とならないと判示
(246)
した。この判示は前項で紹介した1993年破毀院連合部
判決と同じ主旨を述べたものであろう。
しかし、上記のように均等待遇原則の存在を否定しながらも、同判決が
現在までの破毀院の判例傾向および1989年憲法裁判所判決について次のよ
うに述べていることは注目される。
これまでの判例傾向は、特に労働分野においては、「明らかに発展的な
(246) それゆえ、原告労働者の請求を認めた原審の判決を破毀している。
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方向性を伴いつつ、……平等取扱いの指針だけでなく、特に労働者の尊厳
を保護する規定にもなったこれらの規範や原則を継続的に適用してきた」。
したがって、これらの判例は「憲法的な解釈」をこれまでおこなってきた
といえる。さらに、1989年憲法裁判決は、「判例がすでに広範囲にわたっ
ておこなってきたことを承認した」ものである。判例はこれまで「［賃金
のみならず、配転、個別解雇、集団解雇、懲戒に関する］多くの機会にお
いて、裁判官が、イタリア法に存在する法的手段を通じて、［契約などを］
修正する権限を認めながら、使用者の完全な裁量というものが存在するこ
とをつねに排除してきた」。
判決は、基本的には1993年破毀院連合部判決の立場に立脚して、均等待
遇原則は存在していないということを述べる。けれども、同時に判決の後
半部分では、均等待遇を定める規定は労働者の尊厳を保護することをも含
意すること、そして労働者の尊厳を保護するために司法が介入することは
これまでの判例がおこなってきたことであり、1989年憲法裁判決もそのこ
とを承認したものであることをも述べるのである。同判決後半部分は、解
釈次第では、均等待遇原則の存在は認められないものの、使用者の一方的
行為や契約の内容を一定の範囲で、「イタリア法に存在する法的手段」を
用いつつ裁判官が修正できることを肯定しているようにもみえる。その場
合、私的自治に対する裁判官の合理性審査自体に懐疑的であった1993年破
毀院連合部判決とこの後半部分の判示は矛盾する可能性も出てくる。
（二）信義誠実の原則を用いた損害賠償の可能性を示す判決
救済の可否については曖昧であった上記1993年破毀院9804号判決とは異
なり、同一の職務に対する賃金格差が損害賠償責任を発生させうることを
はっきりと示したのが1994年破毀院1530号
(247)
判決である。同判決は、原告労
働者が、従前は管理職の行なっていた職務を現在行なっていることを根拠
(247) Cass.17febbraio 1994,n.1530,in Giur. it.,1995,I,p.464.
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に、自らが労働協約上の管理職の等級（
(248)
qualifica）と、その資格に応じた
経済的待遇をもとめる権利があることの確認を求めて被告会社を提訴した
事案である。
同判決では、まず、1993年破毀院連合部判決と立場を同じくして、同一
の職務をおこないながらも労働協約上の格付けが低いという事実からは、
上級の等級をもとめる権利は生じず、その事実自体では「1989年憲法裁判
所103号判決で述べられた人間の尊厳を侵害を構成するには不十分である」
と判示した。
しかしながら、同判決は続いて、「誠実（correttezza）の原則からは、
優遇された他の労働者が就いている職務分類をもとめる権利を確認するこ
とはできないが損害賠償責任は追及できる」と述べて、民法典1175条を根
拠にして損害賠償責任が発生する可能性があることを一般論としては認め
た。
さらに同判決は、「労働者間で異なる賃金条件を規定する約定は、それ
自体では1989年憲法裁判所103号判決で述べられた均等待遇原則、あるい
は契約を規制する誠実の原則に反することにはならず、ただ、是認しうる
正当な根拠とは矛盾しうるような違反行為をうかがわせるのみにとどま
る」とも述べたうえで、使用者は自らの権限に属する行為をおこなうのと
同時に、労働者に対してその理由を説明する必要はないが、「全く理由を
説明しなかった場合には信義則違反であることが推定されるし、使用者は
係争時には……正当事由があったことを立証する義務を負う」と判示して
いる。
つまり同判決では、1993年破毀院連合部判決の立場を出発点にしながら
も、まず第一に、賃金格差がある場合、民法典1175条を根拠に損害賠償責
任が生じる可能性があること、そして第二に、賃金格差があることそれだ
(248) ここでも、前掲・注（190）でも触れたときと同様、第２章で紹介した３つの
職務分類基準（「職務」「資格」「等級」）のうちの「等級（categoria）」の意味で、
qualificaという用語が用いられている。
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けでは即座に正当な事由のない違反行為があったとは認められないが、そ
の正当事由を使用者側が立証しない限りはその賃金格差は信義則違反とし
て違法になる可能性があることが示さ
(249)
れた。ここでは、裁判官は積極的に
契約や使用者の一方的行為の合理性審査をするのではなく、使用者が示し
た理由に正当性があるかのみを審査できるにとどまる。
なお、同様の趣旨を述べた判決として、1994年破毀院3024号
(250)
判決があ
る。同判決では、1993年破毀院連合部判決を引用して均等待遇原則の存在
を否定した後に、使用者の行なった行為が信義則に違反しなかったか否か
を検討した。同判決においても、均等待遇原則とは別に、信義則による規
制が可能であることが示唆されて
(251)
いる。
（三）共同体理論による救済肯定
この時期の破毀院判決の中で、当該事案において賃金格差の是正を認め
た唯一の判決が1994年破毀院6448号
(252)
判決である。同判決では、レシーニョ
が提唱した「共同体説（teoria
(??)
comunitaria）」に基づく判断枠組みを示し、
そこから賃金格差の是正を肯定した。
同判決は、労働協約で定められた規定にしたがって、1984年１月１日当
時に被告会社に在籍していたしていた労働者、すなわち勤続年数の長い労
働者に対してのみ諸手当が支給されていた事案である。
(249) 当該事案の結果としては、破毀院は、原判決は被告会社からなされた立証をま
ったく考慮せず、それゆえ被告会社の行った選択が、全国産業別協約の一般的枠組
みを当該企業特有の構造に適合させるためのものであったかどうかを評価しなかっ
たことを認め、被告会社の行為を正当化する事由はないとして原告労働者の請求を
認容した原判決を破毀し、事案を原審に差戻した。
(250) Cass.29marzo1994,n.3024,in Foro it.rep.,voce Lavoro (rapporto),n.934.
(251) ただし、賃金格差は年齢にともなう経験と熟練度の差によって生じたものであ
り、合理性を有すると述べて、当該事案の結果としては賃金格差の違法性を認めな
かった。
(252) Cass.8luglio 1994,n.6448,in Riv. it. dir. lav.1995,II,p.304.
(253) 共同体説については第３章第１節二を参照。
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判決理由では、まず「ひとりの労働者の地位は、その労働者のみで決定
されるのではなく、他の労働者の地位との相互関係によって決定される」
との考えを述べて、共同体的な労使関係を前提条件にしていることを明ら
かにした。判決は以下のように続ける。
このように労使関係を共同体的に把握する考えからは、労働者の労働条
件を比較して考慮することが導き出され、使用者が、社会的に評価される
べき正当事由なくして賃金に格差をつけることは民法典1175条と1375条に
規定された信義と誠実の原則に違反する行為になるということが導き出さ
れる。なぜならば、そういった使用者の行為は同一の場所および同一の
「共同体」で、かつ同僚の労働者と同様の方式で働いている労働者の人格
権および社会的尊厳を侵害することになるからである。
判決は結論として、同一の労働を遂行する労働者の間で賃金に格差をつ
けることは、それ自体では均等待遇原則違反にはならないが、賃金格差に
いかなる正当事由も存在しない場合には、使用者の引き起こすそのような
賃金格差は信義と誠実の原則に反する行為となり、結果として不利益を受
けた労働者に損害賠償請求権が発生すると述べて、原告の請求を認容した
第二審の判決を支持し、格差の救済を肯定した。
本判決の大きな特徴は、労働協約に対して合理性審査を認めている点で
ある。労使自治の発現たる労働協約に対して一般条項を通じた裁判官の合
理性審査を認めている点で、労使自治を強調する1993年破毀院連合部判決
およびおおむね肯定する多数説の見解と矛盾するものであ
(254)
った。また、使
用者側の立証した格差の理由に正当性があるかのみを裁判官が審査できる
とした1994年破毀院1530号判決に対して、本判決は協約を含むあらゆる私
(254) 同判決の位置付けについては、R. DE LUCA TAMAJO, Un riguardo
“egualitario”della Corte di Cassazione,in Not.Giuri.Civ.Comm.,1995,I,p.87;
O.MAZZOTTA,La Cassazione torna sul principio di parita?di trattamento nel
 
rapporto di lavoro,in Not.Giuri.Civ.Comm.,1995,I,p.95;M.PERSIANI,op.
cit.nella nota (237);L.CASTELVETRI,Contratttazione collettiva e parita? di
 
trattamento,in Air. Dir. Lav.,1995,p.199.
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的自治上の行為から生じた格差に正当性があるかを裁判官が審査するとし
ており、裁判官による内容審査をより積極的に認める構成がとられている
点も注目される。
（四）個別契約の場面での救済肯定
個別契約についてのみに、正当事由なくして少数の労働者に異なる待遇
を与えてはならないという一般原則が適用されるとしたのが1995年破毀院
11515号
(25)
判決である。同判決は、被告会社であるイタリア国有鉄道（Fer-
rovie dello
(256)
Stato）が、労働協約上の職務や賃金が同一であるにもかかわら
ず、被告会社の従業員のうちローマに居住する労働者のみに休日を
(257)
付与
し、他の場所で就労する労働者にはそれを付与しなかった事案である。被
告会社の従業員でありジェノバで就労する原告労働者は被告会社に対し
て、ローマに住む労働者のみに休日を付与することを規定した当該労働協
約中の条項の無効、ならびに休日に就労した分の補償金の支払いを請求し
た。
最初に同判決は、憲法36条、３条、41条２項は強行的性質をもつ均等待
遇原則を根拠づけることはできず、また、民法典1175条、1375条は待遇格
差に合理性を要求するという一般原則に基づいた規制を根拠づけることは
できないとして、均等待遇原則を否定した。けれども、その一方で、同判
決は、これらの信義則条項からは、契約当事者によって追及された利益、
法律の補完的規定が適切だと示す契約の均衡状態、憲法
(258)
２条に規定された
(25) Cass.4novembre1995,n.11515,in Giust. Civ.,1996,I,p.979.
(256) イタリア国有鉄道は管轄官庁の下、独立採算で事業をおこなう国営公社公団
（aziendale autonoma dello Stato）である。イタリアの国営企業については安河
内勢士＝馬場康雄「公共部門と民営化」馬場康雄＝岡沢憲芙編『イタリアの経済』
（早稲田大学出版部、1999年）45頁を参照。
(257) 休日が付与された日はローマだけにある祭日の日であった。
(258) ２条
共和国は、個人としても、自らの人格が展開される場である社会組織においても
イタリア労働法における賃金の均等待遇原則の展開（３)（大木） 137
連帯の義務（dovere di solidarieta?）のような基本原則という観点から、裁
判官は、合理性という基準で不平等待遇を審査し、契約内容を規制するこ
とを考慮しなくてはならないと述べる。
そのうえで、同判決は労働協約と個別契約の場合に分けて論旨を展開す
る。労働協約については、裁判官は「労働協約が、憲法原則（それらの内、
憲法37条を除いては、均等待遇原則を規定していない）、法律の強行的規定、
民法典1322条が規定するような公序を遵守していることを審査するにとど
まる」と判示して、そのような規定に抵触しなかった場合の同一労働に対
する賃金格差の救済を否定した。
他方で、個別契約については、「個々の差別禁止［規定］の総体からは、
使用者が何人かの労働者に対して、自らが労働関係の定めた集団的条件の
総体と異なる条件を保持するのを認めないというイタリア法上の一般原則
が認められる」と判示して、少数の労働者のみに別の待遇を与えていた場
合には賃金格差が救済される可能性があることを述べる。とはいえ、同判
決は、一般論としてはそのようなことを述べるものの、当該事案の結論と
しては、休日の付与自体は労働協約上規定されており、この規定は法律上
の差別禁止規定に抵触しないこと、そのうえ、この休日付与行為自体は正
当な自由がないわけではないことを理由に救済を否定した。
（五）この時期の判例傾向の総括
この時期の判例の立場は、確かにイタリアには一般原則としての均等待
遇原則がないとする点においては1993年破毀院連合部判決の判示事項を踏
襲することで統一されている。つまり、いずれも1993年破毀院連合部判決
には形式的には適合する判旨を展開していると評価できよう。けれども、
それでもなお少なくとも一般論では賃金格差救済を肯定する判決がいくつ
かあらわれている。救済を肯定する判決の根拠は三つに大きく分けること
人間の不可侵の諸権利を承認し、保障するとともに、政治的、経済的および社会的
連帯の違反することのできない義務の遂行を要請する。
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ができる。
一つは、均等待遇原則が存在することは認められないものの、同一の労
働に対して賃金に格差をつけた場合に、その正当化事由を使用者が立証し
なかったとしたら、そのことは誠実の原則（民法典1175条）あるいは信義
の原則（民法典1175条）に違反し労働者に損害賠償請求権が発生するとの
立場である（1994年破毀院1530号判決および3024号判決）。この立場は正当事
由のない賃金格差を直截に信義則違反と結びつける。また、二番目の立場
は、共同体的な労使関係を前提条件にして、それゆえ社会的に評価される
べき正当事由なくして賃金に格差をつけることは誠実の原則あるいは信義
の原則に違反すると解する立場である（1994年破毀院6448号判決）。この立
場は、共同体的な労使関係観をもっているところに特徴がある。
さらに、もう一つの立場は、均等待遇原則を認めることはできないが、
個別契約についてのみは、使用者が少数の労働者に対して同一の労働をお
こなう他の労働者と異なる条件を与えることはできないという一般原則は
認めることができ、それに違反した場合には救済を肯定する立場である
（1995年破毀院11515号判決）。この立場は、労働協約と個別契約を区別して
考えていること、少数の集団に対して不利益な条件を与えている行為は違
法であるとするところに特徴がある。
このような判決が出てきた背景には、先にも述べたとおり1993年破毀院
連合部判決が出された当初から学説に指摘されていたものではあるが、
1993年破毀院連合部判決が一般条項と賃金均等待遇との関係について十分
に明確な議論を展開してなかったことがあろう。もっとも、このように一
般条項を解釈するのであれば1993年破毀院判決が長大な議論を展開してわ
ざわざ均等待遇原則を否定した意義がほとんどなくなってしまうに等しい
ため、たとえ一般条項を使おうとも実質的な救済を認めることはできない
と考えるのが妥当なようにもみえる。しかし、同判決は私的自治の中でも
労使自治を大きく強調する議論を展開していたため、1994年破毀院1530号
判決および3024号判決や1995年破毀院11515号判決が想定するような使用
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者の一方的行為については一定の場合においては救済を認める余地もある
のではないかとの解釈も可能にしている。これらの判決は、そのような解
釈に基づいたものであろう。救済を認める可能性のみが示されて当該事案
においては救済が認められなかった点もこのような判決の位置づけを補強
する材料となろう。
ただし、1994年破毀院6448号判決については、均等待遇原則の否定と一
般条項をもちいた救済の肯定という点はともかく、労働協約に対する裁判
官の審査を認めている点で労使自治を強調した1993年破毀院連合部判決と
は真っ向から対立する立場をとっていると考えざるをえない。しかも当該
事案においても救済を認めている点からもそれは裏付けられよう。その意
味で、裁判官が内容審査をおこなう権限を積極的に認めていることとも相
俟って、この判決は明らかに他とは異なる例外的位置づけをされるべきも
のだと考えら
(259)
れる。
結局、この時期の諸判決は、均等待遇原則の存在を否定するという点で
は基本的立場を同じくしながらも、賃金格差の救済を肯定する諸判決と否
定する諸判決が併存するという状態は依然として解消されないままであ
り、特に一般条項を用いた救済の可否については判例の立場は不明確な点
が残っていたといえよう。
４ 1996年の２度目の破毀院連合部判決：賃金格差救済理論の否定
前項でみたように、1993年連合部判決以降も依然として賃金格差の救済
を肯定する判決と救済を否定する判決が併存する状態だった判例傾向のな
かで言い渡されたのが、1996年５月17日破毀院連合部4570号
(260)
判決である。
ここでは、同判決の事案の概要と判旨をまず確認する。
(259) 同判決の評釈も一致して同判決の論理および結論を批判する。評釈は、前掲注
（254）参照。
(260) Cassa.17maggio 1996,n.4570,in Riv. it. dir. lav.1996,II,p.770.
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（一）事案の概要
被告会社の従業員であった原告労働者は、1984年１月31日に早期退職制
度（
(261)
prepensionamento）の適用を受けるために被告会社を退職した。
被告会社では、労働協約にしたがって、1981年に退職した労働者全てに
対して「ボーナス」とよばれる奨励付加金を支給したが、被告会社の裁量
によって1982年以降に退職した労働者のうちの一部に対してもこれを支給
していた。
1984年に退職した原告労働者は、この「ボーナス」を支給されなかった
ため、被告会社に対して、この特別年金生活の奨励付加金分（「ボーナス」
と呼ばれている。：6．000．000リラ）を含む、賃金格差の差額賃金分（全体で
11．107．775リラ）をYに対してもとめた。
一審では「ボーナス」に関する部分については原告労働者の請求を棄却
したが、その他の部分については原告労働者の請求を一部認容したため、
原告労働者は「ボーナス」の部分についてのみ控訴した。
二審では、原告労働者の控訴を認容し、1982年以降被告会社は「ボーナ
ス」を一部の従業員のみにしか支給しなかったことを正当化する基準を説
明しなかったので、このような被告会社の行為は、企業の経営判断におけ
る全くの自由行為ではないと判示した。さらに、被告会社が自らの行為の
正当化事由を説明しなかったことは、1989年憲法裁判決と照らし合わせて
考えると、同一年に「ボーナス」を受けた従業員と同一の条件にあった労
働者の尊厳を侵害する差別的行為であるとの判断も示した。これに対して
被告会社は上告した。
（二）判旨
判決は二審判決を破棄し、格差の救済を否定した。その理由の中で、判
決はまず、1989年憲法裁判決以前の判例の傾向、1989年憲法裁判決の内
(261) 早期退職制度とは、年齢の高い労働者の退職を促すために既定の年齢または期
日以前に年金が繰り上げ受給できる制度のことである。
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容、憲法裁判所判決直後の判例の傾向、1993年破毀院連合部判決の内容、
連合部判決後の注目すべき判決（1994年破毀院1530号判決、1994年破毀院
3024号判決、1994年破毀院6448号判決、1995年破毀院11515号判決）の内容を
紹介した後に以下のように判示した（以下は判決文の引用である。［ ］内
および脚注は引用者。）。
［1995年破毀院11515号判決が労働協約に対する合理性審査を否定するの
に対して、1994年破毀院6448号判決は、慎重にではあるがそれを認めている
という点で両判決は対照的である。］
この問題（個別労働契約についても考える必要がある）について、まず裁
判官が私的自治によって規定された利益の均衡状態に影響をおよぼす権限が
あるかどうか、そしてその権限はどこまであるかが審査されなくてはならな
い。
裁判官の関与する古典的な領域では、それは抑制的であり、（全部あるい
は一部）無効、違法な契約の個々の条項の無効、強行的規定の違反という手
段を通じてそれはおこなわれている……。有効な契約に関しては、裁判官の
関与の種類は補完的権限という形をとる。補助的かつ補完的にではあるが、
契約当事者が基準を決定しなかったときには義務的に報酬を決定するために
その補完的権限が裁判官に要求される。しかしながら、このような補完的権
限は契約の空白を埋めることを目的としており、私的自治によって生み出さ
れたものを補うにとどまる。言い換えれば、新しくあるいは別に修正も追加
もすることなく、契約当事者の黙示の意思には反さず、その意思と合致しつ
つ効果を生じる。
けれども、完全に例外的なのは、裁判官の『［契約］修正的』権限である。
それは、非常に限定された場合、すなわち、明白に過度な違約金の減額（民
法典1384条）、所有権留保つきの売買契約を解除された者に対する賠償金の
減額（民法典1526条）、法律によって認可されている賭博の場合の、過大な
賭け金の減額あるいは賭け金請求の棄却（民法典1934条）の場合に限られ
る。
［このように裁判官が契約内容を修正する権限はごくわずかな場合に限ら
れているのだから］ましてや、労働協約に対して行使可能な裁判官の修正権
限はない。なぜならば、それは（労使自治という）価値と対立することにな
り、その価値は修正権限より強いからである。労働協約は、（憲法裁判所が
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先に挙げた1989年憲法裁判決で述べたように）「交渉と折衝の成果であり結
果である」。そして、「市場の一定の状態における、労働者と企業家の対立す
る利益の合致点、一致点、調整点たる規則」となる。
当然のこととして、そのような労働協約は合理性（razionalita?）という
基準によるいかなる規制……も免れる。
(ときおり法律について憲法裁判所がおこなう部類の）裁判官による「［契
約］操作的な」関与は、個別契約において認められない。ましてや労働協約
については［そのような関与は］考えられない。なぜならば、そのような関
与は、裁判官に対して労使を代理する能力を付与し、裁判官が、個人的な評
価に基づいて、労使が最終的選択によって到達した均衡状態を破壊すること
を認めるからである。
だがしかし、操作的な関与が否定され、労働協約が無効となる場合のよう
に合理性という基準の違反と考えられる場合、その事実はより有利な待遇を
不利益を受けた労働者に対して拡張適用することを引き起こすわけではな
く、……差別を受ける労働者に関する規定までもが無効となることを引き起
こすのである。そのような場合、それは同時に、（新しい労使自治によって
のみ埋めることのできる）規定の空白を招く……。
(中略）
いずれにせよ、憲法裁
(262)
判所にしたがっても、労使の合意に合理性がないこ
とは、契約を「修正」・「補完」・「変更」する裁判官の権限を認める余地は一
切存在しない。そうではなく、そのことはもっぱら合意の無効を引き起こ
し、そこからは［不合理であった］選択基準に関する契約上の規律の空白と
法律上の規定による契約の代置が導かれる。
この点について、使用者の行為から生じた待遇の違いが個別的労働関係に
およぼす影響を検討することが残っている。
上述の1994年破毀院6448号判決と1995年破毀院11515号判決は労働協約上
の規定によって一部の労働者を優遇していた事案であるためここでは問題と
ならない。
(262) 1994年憲法裁判所判決268号（Corte Cost.30giugno1994,n.268,in Arg.dir.
lav.,1995,n.1,p.249.）のことを指す。同憲法裁判所判決は、労働移動手続（経営
危機にある企業の労働者を同一産業の別の企業に移動させる制度）の対象となる労
働者の選定基準について、労働協約（accordo sindacale）によって法律が定めた
基準とは異なる基準を定められることが規定された1991年７月23日法律223号５条
の合憲性が問題となった判決である。労働移動手続については大内・前掲注（13）
57頁以下を参照。
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これに対して、純粋に使用者の行為による待遇格差の事例は、前述の1994
年破毀院1530号判決および1994年破毀院3024号判決において検討された事例
である。両判決において、使用者は、実際にはより劣る職務を行なっていた
一部の労働者のみを優遇された資格に配置しているが、その労働者と同一の
職務を割り当てられていた他の一部の労働者は配置しなかった。この種の事
例は本件で争われている事例でもある。本件では、使用者は早期退職制度の
ために会社を辞めた一部の労働者のみにボーナスを付与し、一部には付与し
なかった。
均等待遇を請求する私法上の権利は存在しない。それゆえ、この問題を解
決するために、民法典1374条に規定された契約の他律的な補完を適用するこ
とはできない。
しかし、［労働条件が］均等でない状況は立法上にも定めがある。民法典
2077条
(263)
２項は、労働協約の規定と異なる個別契約の規定は労働者にとってよ
り有利な規定を除いては、労働協約によって代置されることを定める。均等
の職務に対して不均等な待遇がある状況は禁止されておらず……法律で規律
されてもいない。
均等でない待遇については、……優遇された同僚に不当な利益が与えられ
ていることと、ある労働者が他の労働者には権利として与えられている不当
に有利な条件まで自らの労働条件を引上げられない状態にあることとの間に
因果関係はないようにみえる。
このような権利がないことは……このような条件において損害賠償が発生
することを否定する。
このような権利は［契約の］合理性という基準の違反からも根拠づけるこ
とはできない。
個別自治上の行為を合理性という基準によって規制する手段は、誠実
（correttezza）と信義（buona fede）の一般条項である。
これら一般条項は、契約関係内部の規律である。またこれらの条項を適用
して、裁判官は、契約上定められたあるいは立法上課された義務が、当該契
約関係と労働協約において定められた利益を保持したまま、履行されること
を審査できる。
(263) 同項は「団体契約の前から存在する、またはその後になされた個人契約の異な
る約款は、法律上当然団体契約の約款によって代置される。但し労働提供者にとっ
て有利な特別の条件を含むものはこの限りでない」との文言で労働協約の条件より
も有利な条件を個別契約で定められることを規定する。
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また、破毀院判例も、……これらの規定は「契約上負わされた、積極的あ
るいは消極的な私法上の地位の内部の制限である」と述べる（1994年４月20
日破毀院3775号
(264)
判決）。
本件では、企業において採用された有利な条件を拡張して適用するという
労働契約上の義務が使用者にあることを認めるために……これらの一般条項
の適用が主張されている。しかし、それを認めることは、均等待遇をもとめ
る権利が存在することを認める結果になり、それは今まで見てきた判例で明
確に否定されている。
以上の理由によって、誠実と信義の規定を適用することはできない。なぜ
なら、これらの規定は……契約当事者の行為態様と履行態様に関するものだ
からである。したがって、これらの規定は、契約上定められていない、すな
わち契約上排除されている財産上の権利や義務を契約関係に新たに課すこと
はできない。
ドイツ法に特徴的な［1994年破毀院6448号判決のような］考え方は、ほと
んどの学説がそれについて一致しているように、イタリアの実定法上の規定
と相容れない。企業の利益に対する配慮（民法典
(265)
2104条）、あるいは企業の
要請に対する配慮（民法典
(26)
2109条）はもっぱら使用者の実質的利益と関連し
ている。
さらに、憲法
(267)
46条に規定された「法律に定められた方式と限度」において
(264) Cass.20aprile1994,n.3775in Giust. civ.,1994,I,p.2159.
(265) 2104条
労務提供者は、その負担する給付の性質、企業の利益、およびより上位の国民的
生産の利益によって要求されている注意を用いることを要する。
さらになお、労働の実施および規律につき、企業者および階層的に企業者に従属
する彼の協力者によって命ぜられた諸規定を守ることを要する。
(26) 2109条
労務提供者は、原則として日曜日と一致する各週一日の休日の権利を有する。
なおまた労務提供者は、中断なき就労一年後には、企業者が企業の要求と、労務
提供者の利益を考慮して定める時期において、できるだけ継続して、毎年有給休暇
の時期を請求する権利を有する。この時期の継続期間は法律、同業組合規範、慣習
によりまたは公平の原則にしたがって定められる。
企業者は、休暇の享受について定められた時期を、前もって労務提供者に通知す
ることを要する。
2118条所定の予告期間は休暇中に算入されることはできない。
(267) 46条
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企業の経営に協力する権利を定めた立法はないという事実は重要である。そ
れゆえ、現在のイタリアにおいては、労働契約の両当事者と企業共同体の所
属者全てに対する共同体利益は存在を認められていない。
イタリア法において、労働契約は、なおもその特質を伴いながらも交換的
な契約の性質を有している。
そのような関係においては、（たとえば懲戒行為のように）使用者の権限
が詳細に規制されており、それゆえ裁判官による規制の対象となる場合を除
いては、詳細で裁量的な自由行為の……根拠を明らかにする義務を使用者に
課すことはできない。
配転時の選考、解雇、所得保障金庫などにおいて課される、根拠を明らか
にする必要性、あるいは誠実と信義の原則の尊重は、協働的な労働関係概念
や共同体的な企業概念から生じるのではなく、事前に示された規定の尊重義
務、あるいは（定められた手続を履践し、定められた資格を評価しなければ
ならないという）使用者の自発的な自己制限から生じるのである。
また、1995年破毀院11515号判決で純粋に理論上提示されたような、ごく
すくない少数派や労働者一人を、他の労働者には確保された有利な待遇から
排除した場合においても、その事実は排除された労働者の待遇には何らの影
響もおよぼさない。なぜなら、法律のみが結果的な差別から保護される集団
を定めるからである。
結論としては、1993年５月29日の6030号判決ないし6034号判決で示された
本連合部の判示事項［1993年破毀院連合部判決の判示］を修正する理由はな
い。
本件において使用者は、早期退職制度のインセンティブとしてボーナスを
支払う義務を1981年に企業を退職した労働者に関してのみ負っていた。
しかし、翌年にも同一のボーナスが自由行為の形で、退職した労働者の内
の何人かのみに与えられた。
原告［労働者］は、……均等待遇を請求する権利に訴えるのみで、いかな
る『名目上の』差別意図も立証していない。
このようなボーナスはその上、いかなる労務給付とも結びついていない
し、労働関係がすでに終了した時点で与えられたものである。したがって、
ボーナスはいかなる枠組みの下でも裁判官が審査できない［使用者の］全く
の自由裁量行為である。
労働の社会的・経済的向上のために、そして生産の要請と協調して、共和国は、
法律で定める方式と限度の中で、企業の経営に参加する労働者の権利を承認する。
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（三）判決の位置づけ
1996年破毀院連合部判決は、1993年破毀院連合部判決を結果的に支持し
ている。1996年破毀院連合部判決はその理由の中で以下のように述べる。
①均等待遇原則は存在せず、同一の職務に対して賃金格差があったとして
もそれは禁止されていない。それゆえ、一部の労働者に不当な利益が与え
られた場合でも、他の労働者に損害賠償請求権が発生することはない。
誠実と信義の一般条項は契約上の地位の内部規律であるため、契約当事
者に新たに財産上の権利を発生させる根拠とはならない。②労働契約は交
換的な契約なのであり、これを共同体としてみることはできない。したが
って、使用者による裁量的な自由行為の正当事由を立証する義務を使用者
に課すことはできない。③また、寡数の少数派のみが有利な条件から排除
された場合であっても、それは実定法上の差別自由に反しない限りは自由
な行為である。
以上のように同判決は、1993年破毀院連合部判決以降に出された判決の
うち、賃金格差の是正を認めたあるいはそれを認める可能性があることを
認めた諸判決のそれぞれの根拠を詳細に検討した上で、それらの根拠の一
切を否定した。まさしくこの段階において同一労働に対する賃金格差の問
題に関するイタリアの判例の立場は再度確定されたと言ってよいだろう。
すなわち、イタリアにおいては、一般原則としての均等待遇原則は認めら
れず、また他の手段による賃金格差の是正も認められない。したがって、
最低賃金の規制に抵触せず、かつ実体法上の差別禁止規定に抵触しない限
りは同一の労働をおこなう労働者間で賃金の格差がつけられたとしてもそ
れは違法にはならず、労使の自治が尊重されるというのがイタリアの判例
の立場であることが同判決によってはっきりと確認されたので
(268)
ある。
(268) 同判決の評釈もその点については見解が一致している。R. DEL PUNTA,
Parita? di trattamento e clausole generali nel rapporto di lavoro: un nuovo
 
intervento delle Sezioni Unite, in Giust. Civ., 1996, p. 1908;P. CHIECO, Le
 
Sezioni Unite e la parita? di trattamento: gli equivoci del nuovo diniego della
イタリア労働法における賃金の均等待遇原則の展開（３)（大木） 147
その結論にいたる論理として同判決は３点を指摘する。第一は1993年破
毀院連合部判決を再確認している。同判決は1993年の判決と同様に、裁判
官には内容審査権限や修正権限がないこと、裁判官には労使に代わって内
容を規制する能力がないことを指摘しつつ、新たに、民法典の体系的解釈
からもこれを裏付ける。第二は、個別契約に関して言及し、個別契約にお
いても均等待遇原則は否定されているとしている。これは1993年破毀院連
合部判決で未解決だった問題に答えたという意義をもつ。第三は、第二点
とも関わるが、一般条項に関して言及している。一般条項は契約の履行態
様に関わる規定なので契約の補充的な効力、すなわち、契約において当事
者に新たに権利を与えるような効力はもたないとされる。
また、事案との関係で本判決をみた場合、個別的契約レベルでの異別待
遇、しかも付加的給付というそれほど中核的ではない賃金要素に関する異
別待遇に関する事案であったにもかかわらず救済が否定されていることは
重要である。1993年破毀院連合部判決では、公刊されている２つの事案に
ついては、いずれも労働協約上の格付けにおける異別待遇が問題となって
いたからである。
５ 1996年破毀院連合部判決以降の段階：判例の統一か
1996年破毀院連合部判決以降の破毀院の判例傾向は、イタリアに一般原
則としての均等待遇原則があるのを否定すること、そして信義則などの他
の規定を援用して賃金格差を違法、無効としたり、損害賠償責任を発生さ
せることもできないことでおおむね一致して
(269)
いる。
Cassazione,in Riv. it. dir. lav.,II,p.777;M.PALLINI,Nota alla sentenza in
 
Dir. Lav.,1996,II,p.209.
(269) この傾向にある裁判例として、Cass.25febbraio1997n.1694in Foro.it.rep.,
1997,voce Lavoro (rapporto)n.1083;Cass.7gennaio1999,n.62in Foro.it.rep.,
1999,voce Lavoro (rapporto),1432,n.1364;Cass.27luglio1999,n.8141;Cass.25
settembre1999,n.10581,in Not.Giur. lav.,2000,p.49;Cass.5maggio2000,n.
5623,in Foro it.,2002,I,p.74;Cass.8gennaio2002,n.132,in Riv. it. dir. lav.
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ただし、この傾向とは若干異なる判決として、1998年破毀院10598号
(270)
判決がある。同判決の事案は以下の通りである。被告会社において原告労
働者は交替制の警備員として勤務していたところ、交替制で働く労働者の
うち警備員のみが労働協約上定められた１日30分の有給休憩を与えられて
いなかった。なお、協約には一定の労働者は30分の有給休憩から除外する
旨の規定があったが、警備員であるという条件はその協約の除外規定には
含まれていなかった。原告労働者は被告会社に対して、有給であったはず
の30分の休憩分の賃金を支払うことおよび損害賠償を求めた。
判決理由では、原告の請求をしりぞけ、救済を否定した第二審の地方裁
判所判決を是認した理由として、第二審は職務の客観的な状況として警備
員労働には中断が許されないという特異性があり、それゆえ警備員が有給
の休憩をとれないという協約の合理性（ragionevolezza）が認められると
判示したことを挙げた。
1996年破毀院連合部判決の判示事項にしたがえば、労働協約について裁
判官は契約の合理性という基準による審査もできないことになる。けれど
も、同判決はその合理性審査が可能であることを前提としているようにも
とれる。その場合には、結果的には均等待遇をもとめた原告労働者の請求
を棄却してはいるものの、一般論としては1996年破毀院連合部判決よりは
労使自治の範囲を狭く解釈したものであるといえるだろう。
【本稿は、科学研究費補助金（若手 B）20730043の助成をうけて行った研究の成果の
一部である。】
2002,II,p.784.などを参照。
(270) Cass.24ottobre1998,n.10598,in Giur. it.,1998,p.1147.
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